
2．生産性の向上（王Tとサービス産業の革新）

産業横断的に生産性向上の最重要の手段となるのはITである。IT革

新による競争力強化、中小企業の経営力の向上を促進し、コンテンツ市場

の拡大を図る。またこれらを支える産業・基盤の強化を実現する。

また、日本経済の7割を占めながら、生産性向上で出遅れているサービ

ス産業の革新が欠かせない。重点分野を中心にその生産性を抜本的に向上

させることにより、製造業と並ぶ「双発の成長エンジン」を創る。

●　1・ITによる生産性向上と市場創出

（『）王丁革新による競争力強化

「lT新改草戦略」（平成18年1月19日）及びそれに基づく「重点計

画一2006」の着実な実施を通じて、ITの構造改革力を追求し、IT基盤を

整備するとともに、日本から世界への発信に努める。

とりわけ、ITによる生産性の向上を加速化するため、産学官による

「IT生産性向上運動」を立ち上げ、5年以内に、世界トップクラスの

「IT経営」を実現する。

具体的には、IT投資の「質」と「量」の充実を図るとともに、ITの

革新的な活用の「虎の巻」というべき「lTの戦略的導入のための行動指

針」、ITの活用の度合いを「自己診断」できるような「lT経営力指標」

の策定・普及を図る。

また、テレワークなどITを活用した就業の機会の拡大を図るとともに、

電子タグや組込みソフトなどの我が国の強みをいかした産業や物流など

の競争力の強化を図る。

（2）王Tを活用した中小企業の経営力の向上

中小企業の経営力の研修機会の充実、先進的事例の表彰（「lT経営百
選」）などの全国的な展開（「lT経営応援隊」）を通じて、ITを活用し

た中小企業の経営努力を支え、lTを活用した経営革新を促進する。

（3）王Tの創造的活用とコンテンツ市場の拡大
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多様なネットワーク環境の整備、技術革新の進展によって、コンテンツ

を提供する「担い手」、「提供する手段・内容」の拡大が進展している。こ

うした動きを促進し、市場の拡大を進めるため、消費者の選択肢の拡大、

競争の促進を図りながら、新規参入の促進につながる環境整備を行う。

具体的には、東京国際映画祭等の積極的拡大による国際コンテンツカー

ニバルの開催、国際共同製作のマッチング支援、I Pマルチキャスト放送

の著作権法上の取扱いの明確化など新しい時代に対応した著作権制度な

どの整備、コンテンツ・ポータルサイトの構築などネット上のコンテンツ

取引市場の整備による流通経路の多様化、情報家電のネットワーク化を一

層推進するための研究開発・実証実験の推進、次代を担う中核人材の発

掘・育成などにより、今後10年間でコンテンツ市場を約5兆円拡大させ

ることを目指す。

く4）王丁革新を支える産業・基盤の強化

IT産業における「選択と集中」、半導体や情報家電分野等における標

準化・研究開発、製品開発力の強化、情報サービス産業の課題解決力（「ソ

リューション提供力」）の強化を促進するとともに、大量かつ多様な情報

から必要な情報を探し出す技術や、情報システムの統合を効率的かつ安全

に実現する技術など次世代を担うIT関連技術の展開を推進する。

また、産学官連携による世界に通用する高度IT人材育成拠点の形成、

ITを活用できる人材の育成を推進する。

さらに、IT産業を巡る取引の透明性の向上を図るとともに、利用者・

消費者が安全に取引できる環境を整備する。

2．サービス産業の革新

（り「サービス産業生産性向上運動」の創設

①　「サービス産業生産性協議会」の創設

産学官による「サービス産業生産性協議会」を2006年度内をめどに設

立し、イ）業種ごとの生産性向上目標の設定と定期的公表、口）サービス

分野の企業が取り組みやすい生産性指標の開発、ハ）「日本サービス品質

賞」の創設等から成る「サービス産業生産性向上運動」を展開する。
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②　「サービス研究センター」の設置

サービス品質の計測手法の開発を含めたサービス生産性研究等を推進

するネットワークの拠点として、2007年度に関係機関を活用して「サービ

ス研究センタ「」を設置する。そ’のため、経済学、経営学、工学等におけ
る関連研究を体系化する「サービス研究マップ」を2006年度内に策定す

る。

（2）今後発展が期待されるサービス分野への政策の重点化

● ①　圭点サービス6分野への政策の重点化

少子高齢化の進展や各サービスの所得弾力性等を踏まえ、今後発展が期

待される重点サービス6分野（健康・福祉、育児支援、観光・集客、コン

テンツ、ビジネス支援、流通・物流）において、需要の創出・拡大、生産

性の向上の両面から重点的に政策を講じることにより、2015年までに、70

兆円の市場規模拡大を目指す。

例えば、観光・集客分野においては、事業の高度化に向けた実証事業の

実施を通じた成功事例の積上げ、成功・失敗要因分析に基づく事業運営手

引きの策定等を通じ、「産業観光」、「文化観光」、「ヘルスツーリズム」を

含め、顧客ニーズや地域の観光資源の特性を踏まえた新たな観光・集客ビ

ジネスモデルの碓立等を支援する。

また、健康・福祉分野においては、地域ヘルスケア提供体制の重点化、

医療法人に必要な会計の在り方の検討や公募債の導入を始めとする市場

ルールの活用等を通じ、質の高い効率的なサービス提供体制の構築に取り

組む。

②　サービスに関する人材育成の推進

サービス産業の革新に資する人材育成を推進するため、医療・福祉、観

光・集客、コンテンツ等の分野における高度専門人材の育成体系の構築を

図るとともに、先導的なビジネスモデルの開発支援等を通じ、実務教育産

業の振興を図る。

また、大学等において、経済学などの社会科学、工学などの自然科学等

の融合による新たな知識の体系化を通じ、我が国経済におけるサービス産
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業の重要性に対応した教育モデルの構築を図る。

（3）サービス統計の抜本的拡充

四半期ごとのGDP（QE：Quarterly Estirnates）を始めとする経済

指標の精度向上に資するため、サービス産業全体の生産・雇用等の状況を

月次ベースで概括的に把握できる統計を2008年度に創設する。試験調査

等を2007年度に実施するため、関係府省が緊密に連携する。

また、2009年及び2011年の経済センサスの実施により、的確な母集団
名簿の整備を進め、サービス産業を幅広くとらえた構造統計を整備する。
さらに、eコマースに関する統計の整備について検討を進める。

あわせて、各府省の作成する統計全体を見渡して統計体系の整備を総合　　●
的・計画的に進めていく真に府省横断的かつ専門性を兼ね備えた司令塔機

能の強化を通じて、サービス統計の抜本的拡充を図る。

の通信・放送に係るインフラ・サービスの

2011年の「完全デジタル元年」に完成する世界最先端の通信・放送イン
フラを活用した多様なサービスを実現し、通信・放送事業の競争力強化を

図るため、「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」（平成18年6月
20日）に基づき、通信・放送分野の改革を推進する。
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3．地域・中小企業の活性化（地域活性化戦略）

●

構造改革の中で、経済状況や成長力の回復に遅れが見られる地域や中小

企業の活性化に思い切って取り組むことが重要である。

地域資源を活用した地域産業の発展、コミュニティビジネスの振興、公

的サービスのコスト低減・質的向上などを総合的に推進するとともに、地

域の声を踏まえつつ、地域が創造力を発揮して作成する地域再生計画につ

いて、省庁連携により一体的・重点的に支援する施策の充実を図る。

また、特に地域の経済と雇用の大宗を支える中小企業を活性化するた

め、地域資源を活用した新商品・新サービス等の開発の支援、モノ作り中

小企業の強化、中小小売商業や小規模・零細企業等の支援を行う。

さらに、地域の活性化に資する都市再生・中心市街地活性化を戦略的・

重点的に推進する。

これらにより、地域の活性化を図るとともに、国内のみならず世界を視

野に入れた地域の競争力強化を実現する。

刊．地

（『）地域資源を活用した地域産業の発展

食品、繊維、木製品等の生活関連製造業、農林水産業等に係る地域の資

源をいかした新商品開発や販路開拓を強力に進めるとともに、l産業等の観

光化、エコツーリズム、文化芸術、スポーツの活用等による観光の振興、

コミュニティビジネスの振興等を強力に進める。また、地域発の商品を直

接消費者に提供する小売事業者への支援及び地産地消の推進も併せて行
う。

これにより、地域の中核事業の育成を図り、中小企業支援策と併せて5

年間で1，000の新事業創出等の取組を地方において創出することを目指す。

（2）地域の自立や競争力強化と戦略的な基盤づくり

地域の自立と競争力強化に向けて頑張る地域を応援するとともに、地域

間競争の条件整備に資するため、地域の産業活性化、生活環境の向上など

地域特性をいかした取組を進める。また、地域経済の活性化や地域の活力
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の再生のために必要な道路、港湾等の基盤への戦略的投資や地域公共交通

の整備を推進する。

（3）地域のひとづくり・雇用の創出

雇用環境が依然として厳しい地域があることを踏まえ、ひとづくり・雇

用創出を図る地域再生計画の実現を省庁連携により一体的・重点的に支援

する「地域の雇用再生プログラム（仮称）」を策定する。

（4）自ら考え行動する農山漁村の活性化等

地域の活性化を図るため、農林水産業を核とする取組を行い、全国のモ　　●
デルとなるような農山漁村の先進事例を2010年度までに250とし、全国

へ発信・奨励していくことを通じて、地域自ら考え行動する意欲あふれた

「立ち上がる農山漁村」の取組を推進する。

また、都市と農山漁村の共生・対流を推進し、交流人口を2009年度に

3，000万人に拡大するなど、団塊世代の農山漁村への定住とその能力の活

用等の促進を図るため、地域づくりの人材育成、都市と農山漁村の連携し

た取組の推進、都市住民の農村への移住のための条件整備、魅力ある農山

漁村空間の形成や交流拠点の整備などを推進する。

さらに、地域の活性化を図るために、食品産業と農業などの連携強化に

よる各種取組を推進する。

（5）公的サービスのコスト低減・質的向上

広域的に連携することにより、医療・福祉・介護を始めとする公的サー

ビスを効率化し、コスト低減・質的向上を図る必要が奉る。
具体的には、総合的な給食サービスの提供等において、N Lハイブリッ

ド（N POが、L L Pに参加する形）等の形態を活用した地域の公的サー
ビスを担う事業に対し、支援を行う。

また、地域活性化のため、大都市居住者の地方への定住又は二地域居住

等の促進について国土形成計画に位置付け、生活者・消費者の視点からの
情報提供環境の整備を推進すること等により、医療、福祉、教育等に専門

的知識・資格を有し公的サービス等への参画が期待される退職者層の地方

への定住又は二地域居住等の促進を図る。
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（6）地域の技術開発と産学官連携等

産学官ネットワークの拡充・緊密化、地域における技術開発等を重点的

に実施し、新しい産業クラスター計画で重点化した対象分野及び対象地域

において5年間で4万件の新事業創出を目指す。また、知的クラスターと

産業クラスターの更なる連携を図りつつ、政府一体となって「地域科学技

術クラスター」の形成を目指す。

地域の知の拠点として地域に貢献している地方大学等と連携しつつ、生

活関連製造業等に係る地域資源を最大限活用したイノ乍－ションが連続
的に起こる仕組みの下で、地域の実用化技術開発を支援し、5年間で1，000

件の新事業、新製品、特許等の知的財産などの成果を目指す。

●
（7）広域連携による地域活性化

市町村の区域にこだわることなく、場合によっては県境をも越えて複数

の市町村に広域的にまたがるような経済的社会的に一つのまとまりをも

つ地域（市町村合併などにより単独の市町村が経済的社会的に一つのまと

まりを成している場合を含む）を単位として、地域活性化を図るための総

合的な支援を行う。

（8）新しい政策目標指標の設定　－「就業達成度」

地域経済産業政策の遂行に当たっては、良質な就業機会に恵まれること

も重要であることから、就業率（65歳以上の高齢者も含めた就業率）に加

え、例えば、就業満足度、生活環境等を加味することを検討し、これらを

総合して「就業達成度」として政策遂行の指標とし、地域の活性化を図る。

2．中小企業の活性化

（『）「地域資源活用企業化プログラム」の創設

大都市に比べ景気回復に遅れの見られる地域において、地域の中小企業

の知恵とやる気をいかした事業展開を支援することにより、経済の活性化

を図り、中小企業の活力による自立型の産業構造を強化していく。

このため、総合的な支援策である「地域資源活用企業化プログラム」を

創設し、地域の中小企業による地域資源（産地の技術、地域の農林水産品、
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伝統文化等）を活用した新商品・新サービスの開発・販売を促進する。具

体的には、産地の技術を活用した新ブランドの確立、農工連携による新製

品の開発等について、資金面の支援や専門家によるノウハウの提供等を行

う。その際、N PO、LL P等の取組についても新たに支援の対象として

いく。本プログラムにより、地域活性化策と併せて、5年間で1，000の新

事業創出の取組を地方において創出することを目指す。

（2「モノ作り中小企業の競争力強化

地域経済の活性化のために、我が国製造業の強みの源泉である、鋳造、

プレス加工、めっきなどのモノ作り基盤技術を担うモノ作り中小企業の競

争力強化を図り、その厚みを増していく。

このため、「中小ものづくり高度化法」を中核として、技術力高度化の

ための指針の提示、研究開発に対する支援、モノ作り技術者等の人材育成、

技術承継の円滑化、知的財産管理のための体制づくり、モノ作り教育の充

実など、総合的な施策を強力に推進する。この中で、多数のモノ作り中小

企業の技術力の底上げも図る。これにより、5年間で500のプロジェクト

から成果を得て、優れたモノ作り中小企業の厚みの倍増を目指す。

（3）地域コミュニティを支える中小小売商業の展開や小規模・零細企業の振

興

「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推

進に関する法律」（「中心市街地活性化法」）の改正を踏まえ、にぎわいあ

ふれるまちづくりを進めるため、地域経済の中核である中小小売商業に対

して重点的な支援を講ずる。

また、少子化対策や就業機会創出など、今後の地域経済が直面する課題

に対応すべく、地域コミュニティの「顔」である商店街を活用する。この

ため、空き店舗等の既存施設を活用して、起業・再起業のためのオフィス

スペースや育児施設その他の厚生施設に対する支援を行い、3年間で100

のモデル的な商店街の確立を目指す。

さらに、地域経済・社会の活力の源である小規模・零細企業に対しては、

商工会議所、商工会などと連携して、社会経済環境の変化に対応するため

の経営力強化に対する支援を行う。

（4）中小企業の再生・再起業の推進や女性■高齢者をいかした地域中小企業
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の事業展開の支援

中小企業の事業再生、事業に失敗した者の再起業等をこれまで以上に円

滑化し、地域経済、中小企業の活性化を図る。このため、中小企業再生支

援協議会の対応能力の向上、政府系金融機関や信用保証協会による融資・

保証の枠組みの創設・拡充を行うとともに、事業継続の見通しがつかない

事業者の早期撤退などに関する相談窓口を全国に設置する取組等を行う。

また、再起業等をハード、ソフト両面で支援する。

また、地域の中小企業が、女性、高齢者を活用しつつ事業展開すること

を後押しすべく、育児施設その他の厚生施設や高齢者のための事業環境の
整備に対する支援等を行う。

●
（5）地域活性化のための新たな金融手法や主体の活用

地域活性化のための事業を行う中小企業等への資金供給を多様な方策

により一層充実させる。

このため、官民協調出資によるファンド等の金融手法の活用を通じて、

地域活性化を図る中小企業等の様々な主体に対して、住民を含む地域の資

金を供給していく方策を検討する。

3．都市再生・中心市街地活性化

（．『）都市再生の推進

良好な都市空間の創造、災害リスク軽減のための取組、活気のある不動

産投資市場の拡大等を通じて、「活力の源泉」である都市の競争力や成長

力を一層高めるとともに、様々な担い手による自主性と創意工夫に富んだ

全国の都市再生を進め、地域経済の成長につながるよう、優良な民間都市

開発への支援、民間の資金・ノウハウを活用したまちづくりを推進する都

市再生関連施策を戦略的・重点的に推進していく。その一環として、都市

部における地籍整備を推進していく。

（2）密集市街地の緊急整備

地震時に大きな被害が想定される危険な密集市街地のうち、特に危険な

市街地について、道路等の基盤整備を推進しつつ、建築に係る規制の緩和
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を併せて行う密集市街地のリノベーションを戦略的に推進する。具体的に

は、未整備都市計画道路、地区防災施設の整備等防災上有効な公共施設の

重点整備と、これと一体となった沿道建築物の整備、従前居住春用住宅対

策、低未利用地を活用した市街地整備を進めるとともに、地区計画等建築

に係る規制の緩和制度の活用を推進する。また、リノベーションへの合意

形成を円滑に進めるため、協議会の設置や専門家の更なる活用等住民組織

への支援を行う。さらに、密集市街地における基盤整備と沿道建築物の建

替えとを一体的かつ強力に進める事業手法の創設や連鎖的建替えを促進

するための建築に係る規制の合理化策を講じる。

（3）中心市街地の活性化

今後の人口減少・超高齢社会の到来を踏まえ、「中心市街地活性化法」

及び「都市計画法」の改正により、1ンパクトでにぎわいあふれるまちづ

く．Uを進める。．このため、中心市街地において、学校・病院等の公共公益

施設の立地、空きビルの再生、優良な共同住宅の供給等を促進するととも

に、まちぐるみで取り組む意欲的な商業活性化の取組に対して重点的な支

援を講ずる。また、まちづくりに関わる活動を総合的に実施する中心市街

地活性化協議会への支援に積極的に取り組む。さらに、そのための国の支

援体制としてト内閣総理大臣を本部長に全閣僚から構成される「中心市街

地活性化本部」を早急に設置する。

＼
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